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項 01

目 01

A

国

諸収入

　先の大戦においてお亡くなりの方々を慰霊するため、戦没者追悼式典を開催する。

　戦没者遺族、戦傷病者の妻に対する特別給付金と、第10回特別弔慰金の支給事務を行う。

【身体障害者・知的障害者相談員設置事業】

【災害時等要援護者台帳登録及び見守り台帳整備事業】

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 50,147,000 円
目
的

社会福祉事業の全分野における共通的基
本事項を定め、福祉サービスの利用者の
利益の保護及び地域社会福祉の増進を図
る。財

源
内
訳

国・県支出金 146,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 社会福祉総務費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.4人役 3,133,200 円 総事業費　　A+B 53,280,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 49,996,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 5,000 円 成果
指標

　社会福祉事業の効率的運営と組織的活動を促進し、地域社会の増進と強化を図るため、安来市社会福祉協議会
補助金交付要綱に基づき、社会福祉協議会の運営及び人件費に係る経費の一部を補助する。

【安来市社会福祉協議会補助事業】 48,600,000円 0円 0円 0円 48,600,000円

一般財源

【特別弔慰金関係事業】 196,000円 146,000円 0円 0円 50,000円

【戦没者追悼式事業】 221,000円 0円 0円 5,000円 216,000円

　地域福祉計画の評価及び進捗状況について検討する委員会を年1回で開催する。

98,000円 0円 0円 0円 98,000円

　旅行中、真に困窮した者に対して、700円を限度に支給する。

【地域福祉計画推進事業】 74,000円 0円 0円 0円 74,000円

【行路困窮者事業】 14,000円 0円 0円 0円 14,000円

　災害時等要援護者台帳の更新及び見守り台帳の整備を行う。

　身体障がい者・知的障がい者の相談に応じ、必要な援助を行う。

944,000円 0円 0円 0円 944,000円
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A

県

心身障がい児が地域の中で幸福に生活できる地域づくりを推進するとともに、日常生活圏域における心身

障がい児地域療育・援助システムの充実を図る。

発達障がいの疑い、或いは経過観察が必要な児童を小集団における関わりを通してスムーズな就学につ

なげる。

身体障害者手帳１級（じん臓）を所持し、人工透析を受けるために通院している者で、市民税非課税世帯

を対象に通院費の1/2を助成する。

障害者総合支援法によりストマ用装具、紙おむつの支給を受けた者のうち、所得税非課税世帯の者に自己

負担額の1/2を助成する。

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 4,651,000 円
目
的

在宅の身体障がい者及び障がい児の自立
支援と社会参加の促進、及び施設利用者
の福祉の向上を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,213,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 身体障がい者福祉費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.3人役 2,349,900 円 総事業費　　A+B 7,000,900 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 3,438,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

【発達支援ルーム事業】 964,000円 481,000円 0円 0円

【心身障害児地域療育活動総合援助事業】 1,200,000円 600,000円 0円 0円 600,000円

一般財源

【日常生活用装具助成事業】 76,000円 0円 0円 0円 76,000円

安来市身体障害者福祉協会の活動に対して、その運営費を補助する。

【人工透析患者通院費助成事業】 1,287,000円 0円 0円 0円 1,287,000円

483,000円

【安来市身体障害者協会補助金】 350,000円 0円 0円 0円 350,000円

養護学校に通う障がい児に対する学童保育事業（島根県主催）について、その1/2を該当市町村が児童数
により按分し負担する。

身体障害者手帳の交付対象とならない難聴児（18歳未満）の補聴器購入費用に対し、購入費の一部を助成
する。

【ハッピーアフタースクール事業費負担金】 422,000円 0円 0円 0円 422,000円

【難聴児補聴器購入助成事業】 352,000円 132,000円 0円 0円 220,000円
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【精神障害者通院医療費助成事業】

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 3,629,000 円
目
的

精神障がい者が住み慣れた地域において
生活が維持できるよう、通院医療費の助
成を通じて支援を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 精神障がい者福祉費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.2人役 1,566,600 円 総事業費　　A+B 5,195,600 円

指標名 －

一 般 財 源 3,629,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

　自立支援医療（精神通院医療）受給者であって、市民税非課税世帯を対象に１か月の自己負担上限額の1/2以内
の額を助成する。
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県1/2

諸収入

○「一般の方」 ･･･ 入院20,000円/月・通院6,000円/月・薬局0円

○「低所得の方」 ･･･ 入院2,000円/月・通院1,000円/月・薬局0円

○「20歳未満の障害のある方」 ･･･ 入院2,000円/月・通院1,000円/月・薬局0円

●対象者

●事業費

・医療費 72,789,000円

・事務費  1,118,000円

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 保険年金課　

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 73,907,000 円
目
的

重度心身障害者及びひとり親家庭への福
祉の増進を図る

財
源
内
訳

国・県支出金 29,404,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 福祉医療費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 1.1人役 8,615,200 円 総事業費　　A+B 82,522,200 円

県の医療費助成補助事業（県1/2補助）に基づき、市が実施し、医療機関、薬局等での医療費の自己負担を助成す
る。（対象者の自己負担割合を１割に軽減。自己負担上限あり）
平成26年10月診療分より自己負担額の上限の引き下げ、助成対象者が拡大された。

指標名 －

一 般 財 源 29,584,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 14,919,000 円 成果
指標

・身体障害者手帳1,2級、3,4級で知的障がいがある方、療育手帳Ａ(所得制限有）、
精神障害者保健福祉手帳1級、2級で身体障害者手帳3,4級の方、精神障害者保健福祉
手帳1級、2級で知的障がいがある方、65歳以上で3か月以上寝たきりの方
・ひとり親家庭（所得税非課税）
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●支給見込額内訳
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A

　民生委員・児童委員の活動やその運営に係る経費の一部を助成し、福祉活動事業の円滑実施を図る。

予算に関する説明書ページ数 P77

民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別障害者手当等給付費

人件費コスト  B 0.7人役 5,483,100 円 総事業費　　A+B 33,248,100 円

　在宅で常時特別の介護を必要とする重度の障がいを有する者・児に介護手当を支給することにより、経済的負
担の軽減と対象者の福祉の増進に努める。

そ　の　他 0 円 成果
指標

指標名 －

一 般 財 源 7,043,000 円 目標値 －

当 初 予 算 額 27,765,000 円
目
的

精神、又は身体に著しく重度の障がいを
有する者（児）に対して手当を支給し、
障がいによる特別の介護負担を軽減す
る。財

源
内
訳

国・県支出金 20,722,000 円

地　方　債 0 円

対　　象　　者 支出金額（円） 摘要

小　　　　　　　計 　≒　27,445,000

事　　　務　　　費 　≒　 　320,000 嘱託医報酬・消耗品等

障害児福祉手当 ＠14,140円×19人×12か月 3,223,920

経過的福祉手当 ＠14,140円×3人×12か月 509,040

特別障害者手当 ＠26,000円×76人×12か月 23,712,000

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 民生委員費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

合　　　　　　　計 27,765,000

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

指標名 －

一 般 財 源 5,986,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 5,986,000 円
目
的

民生委員・児童委員（主任児童委員）の
活動を円滑かつ効率的に進めることを目
的としている。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

人件費コスト  B 0.2人役 1,566,600 円 総事業費　　A+B 7,552,600 円

【安来市生活相談員事業】 4,716,000円 0円 0円 0円 4,716,000円

　安来市生活相談員に関する条例に基づき、地域社会における市民の生活の向上と民生の安定を図り、地域福祉
の増進に寄与するため、民生委員・児童委員を「安来市生活相談員」として委嘱する。

【安来市民生児童委員協議会交付金】 1,270,000円 0円 0円 0円 1,270,000円
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国民健康保険事業特別会計繰出金

○法定内繰出

・国民健康保険基盤安定事業繰出金

・国民健康保険財政安定化支援事業繰出金

・国民健康保険出産育児一時金繰出金

・国民健康保険職員給与費等繰出金

・国民健康保険財政健全化対策事業繰出金

10
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目 01

A

国
県

負担金外

医療・訓練・介護・補装具などの給付費を支給し、自立と社会性の向上を図る。

福祉サービスを利用するための障がい支援区分を決定し、支給決定する。

手話通訳者を設置及び派遣し、ろうあ者とのコミュニケーションの円滑化を図る。

障がい者（児）が自立した生活や社会生活が行えるようサービスの給付やその他の支援を行う。

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 保険年金課　

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 279,537,000 円
目
的

国民健康保険事業特別会計への繰出金

財
源
内
訳

国・県支出金 105,750,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（国民健康保険事業） 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.2人役 1,566,400 円 総事業費　　A+B 281,103,400 円

指標名 －

一 般 財 源 173,787,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

73,450,000円

6,505,000円

予算に関する説明書ページ数 P77

141,000,000円

50,182,000円

8,400,000円

民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 障がい者総合支援事業費

そ　の　他 56,000 円 成果
指標

指標名 －

一 般 財 源 302,647,000 円 目標値 －

当 初 予 算 額 1,111,157,000 円
目
的

障がい者（児）が自立した日常生活や社
会生活が送れるよう、サービスの給付や
その他の支援を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 808,454,000 円

地　方　債 0 円

【自立支援給付事業】 1,015,372,000円 761,349,000円 0円 0円 254,023,000円

一般財源

人件費コスト  B 5.2人役 40,731,600 円 総事業費　　A+B 1,151,888,600 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

【地域生活支援事業（意思疎通支援事業）】

2,772,000円 600,000円 0円 16,000円 2,156,000円

【障害者支援区分認定審査会等事業】 3,605,000円 946,000円 0円 0円 2,659,000円

【地域生活支援事業】 60,765,000円 42,156,000円 0円 40,000円 18,569,000円



障がい者スポーツ大会の開催や不用となった特殊寝台等の回収を行う。
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諸収入

　福祉事務所に相談窓口を開設し、生活困窮者からの相談、情報提供、助言を行う。（国3/4）

　離職により住宅を失った生活困窮者等に対し、家賃相当の給付金を支給する。（国3/4）

　居住のない生活困窮者に対して一時的な宿泊場所や衣食を提供する。（国2/3）

　家計に関する相談・指導及び貸付の斡旋を行う。（国1/2）

　子どもに対する学習及び日常生活の支援を図る。（国1/2）

　清掃支援や食事の提供などの生活を支援する。（国10/10）

【地域生活支援事業委託料】 28,000,000円 3,216,000円 0円 0円 24,784,000円

【社会参加促進事業委託料】 439,000円 187,000円 0円 0円 252,000円

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

雇用を前提としない短期間の実習について奨励金を支給することにより、障がい者雇用へのきっかけ作り
を目的とする。（松江市との共同事業）

地域活動支援センターや相談支援事業所を通じ、障がい者・児の地域における自立した生活のための支援
を行う。

【障がい者インターンシップ事業】 204,000円 0円 0円 0円 204,000円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 14,309,000 円
目
的

増加する生活困窮者について、生活保護
世帯となる前に早期支援を図り、自立の
促進を促すことを目的としている。

財
源
内
訳

国・県支出金 9,969,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活困窮者自立支援総務費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 1.0人役 7,833,000 円 総事業費　　A+B 22,142,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 4,332,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 8,000 円 成果
指標

【住宅確保給付金事業】 777,000円 582,000円 0円 0円 195,000円

【自立相談支援事業】 2,111,000円 1,582,000円 0円 8,000円 521,000円

一般財源

【学習支援事業】 3,140,000円 1,570,000円 0円 0円 1,570,000円

【家計相談支援事業】 3,711,000円 1,855,000円 0円 0円 1,856,000円

【一時生活支援事業】 570,000円 380,000円 0円 0円 190,000円

【生活支援事業】 4,000,000円 4,000,000円 0円 0円 0円
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目 01

A

県

【人権施策推進事業】

【青少年専従サポート事業】

【地域人権啓発活動活性化事業】
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20 会計 01

12 款 03

項 01

目 01

A

県

諸収入

中事業 社会教育の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 人権施策推進費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 人が輝く活力発揮のまちづくり 担当部署 人権施策推進課　

指標名 －

一 般 財 源 5,352,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 5,737,000 円
目
的

啓発活動を通して市民の人権問題への関
心と理解の醸成を図り、差別のない社会
の実現をめざす。

財
源
内
訳

国・県支出金 385,000 円

2,527,000円 0円 0円 0円 2,527,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.4人役 3,133,200 円 総事業費　　A+B 8,870,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

　悩みや問題を抱える青少年及び保護者を対象とした、専門相談員による相談業務の委託。

390,000円 385,000円 0円 0円 5,000円

2,820,000円 0円 0円 0円 2,820,000円

　人権・同和問題解決に向けて啓発事業の推進及び運動団体活動支援。

　人権擁護委員による特設人権相談所の開設。（1～2回/月。安来、広瀬、伯太の3会場）

　全日本同和会安来支部による学習会・研修会の開催及び各種研修への参加。

中事業 社会教育の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 隣保館費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

　県の市町村委託事業として「人権の花運動」及び「一般事業」を行い、人権啓発活動の推進を図る。

　人権の花運動：小学校５校(十神、南、赤江、比田、赤屋）で実施。

　一般事業：子どもから大人まで参加できる人権フェスティバルの開催。

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 人が輝く活力発揮のまちづくり 担当部署 人権施策推進課　

指標名 －

一 般 財 源 1,634,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 8,000 円 成果
指標

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 5,810,000 円
目
的

福祉の向上や人権啓発のための住民交流
の拠点として、人権・同和問題の速やか
な解決に資する。

財
源
内
訳

国・県支出金 4,168,000 円

人件費コスト  B 0.6人役 4,699,800 円 総事業費　　A+B 10,509,800 円

　社会福祉法に基づき、生活環境等の安定向上を図ることが必要とされる地域と、その周辺地域の住民に対し
て、平成14年度から隣保館を（愛称）「大塚ふれあいセンター」とし、福祉の向上や人権啓発のための住民交流
の拠点とした活動を実施する。また、生活相談員による地域住民の生活相談を行う。

　　・地域住民等を対象とした人権研修会の開催、生活相談業務、各種教室の開催、中学校区教職員連絡会及び

　　　研修会、他市町隣保館との相互視察及び交流研修、進路保障による連絡会の学期毎開催、自治会を通じて

　　　啓発資料（ふれあいセンタ－だより）の毎月送付、子育てふれあい教室（ひまわり教室）、心をつなぐ学

　　　ぶ会の開催等。 

　　●人員配置　　　館長1名、指導員1名、事務補助員1名、生活相談員2名

　　●　主な活動
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20 会計 01

11 款 03
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目 02

A

基金外

夢ランドしらさぎ及びふれあいプラザの管理運営事業

・修繕料

・指定管理委託料

・工事請負費

・備品購入費

　改修対象の浴室用ろ過機

予算に関する説明書ページ数 P79

民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉施設費

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 高齢者安心課　

中事業 地域コミュニティへの支援
予
算
科
目

一般会計

小事業 健康増進施設・介護予防拠点施設管理費

人件費コスト  B 0.3人役 2,349,900 円 総事業費　　A+B 51,587,900 円

そ　の　他 14,138,000 円 成果
指標

指標名 －

一 般 財 源 35,100,000 円 目標値 －

当 初 予 算 額 49,238,000 円
目
的

市民の健康増進と介護予防を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

31,938,000円

12,000,000円

3,500,000円

1,800,000円
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A

県

諸収入

高齢者の健康保持・増進、社会参加、生きがいの高揚等を目的とし、個人１人5,000円、団体（11人

以上）１チーム50,000円を上限として健康福祉祭参加激励金を交付する。

多年にわたり地域社会に尽くされた高齢者を敬愛し、感謝するとともに高齢者の交流の場を広げ、益々

元気で活力ある長寿社会の形成を図るための様々な事業を実施する団体に対する交付金8,499,000円、

満９８歳を対象とした記念品の贈呈258,000円

独居老人等で生活に不安のある高齢者に緊急通報装置を貸与し、緊急時の連絡体制をサポートすること

で、生活不安の解消を図る。

市県民税非課税世帯で一般の交通機関を利用することが困難な寝たきり等の在宅高齢者に対し介護タク

シー利用の負担を軽減する。

高齢者の生きがいや健康及び地域福祉の増進、就業の機会の確保を図る。

安来市老人クラブ連合会が行うボランティア活動をはじめとした地域を豊かにする各種活動及び健康づ

くりを進めるための活動に対し助成を行うことで、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上を図る。

高齢者虐待で一時避難が必要とされる場合に避難先としての老人福祉施設への入所費用を負担する。

社会福祉法人指導監査業務に係る研修の普通旅費　134,000円、書籍等需用費　30,000円、

研修負担金　74,000円　ほか  

６５歳以上の身体、精神、環境、経済上の理由により、居宅での生活が困難な老人に対し、福祉事務所

長（措置権者）が必要最低限度の生活を保障するため、入所措置を行う。

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 高齢者安心課　

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 205,581,000 円
目
的

高齢者の生きがいづくりや交流の場を広げ地域で支え
あうまちづくりを推進することで高齢者福祉の充実を
図る。
社会福祉法人の安定した運営を図り、市民が施設等を
安心して利用できる体制づくりに寄与する。財

源
内
訳

国・県支出金 36,030,000 円

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉総務費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 1.5人役 11,906,160 円 総事業費　　A+B 217,487,160 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 141,554,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 27,997,000 円 成果
指標

【敬老事業】 8,757,000円 0円 0円 0円

【全国健康福祉祭参加事業】 75,000円 0円 0円 0円 75,000円

一般財源

【シルバー人材センター事業】 7,810,000円 0円 0円 0円 7,810,000円

【外出支援サービス事業】 567,000円 0円 0円 0円 567,000円

8,757,000円

【緊急通報電話設置事業】 1,739,000円 0円 0円 6,000円 1,733,000円

【社会福祉法人指導監査事業】 299,000円 0円 0円 0円 299,000円

【高齢者虐待一時避難事業】 390,000円 0円 0円 1,000円 389,000円

【老人クラブ助成事業】 4,645,000円 2,030,000円 0円 0円 2,615,000円

【老人福祉施設措置事業】 147,163,000円 0円 0円 27,990,000円 119,173,000円



地域包括支援センター（サブセンター）設置に係る施設改修及び小規模多機能型居宅介護拠点施設

の建設費等に補助を行うもの。

○島根県介護基盤緊急整備施設等整備事業 （単位：千円）

○島根県介護保険施設等施設開設準備特別対策事業 （単位：千円）

※補助金額　　小規模多機能型居宅介護拠点施設　＠300千円×5人

生活支援（ゴミ出しに関するサービス）のためのゴミステーションを設置する。
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目 03

A

使用料
負担金

井尻、安田、赤屋老人福祉センター

・修繕料　359,000円

つどいの里ひろせの維持管理

・修繕料　276,000円

・指定管理料　16,115,000円　（指定管理者：社会福祉法人安来市社会福祉協議会）

・修繕料　273,000円

・指定管理料　1,400,000円　（指定管理者：社会福祉法人やすぎ福祉会）

・賃借料　63,000円　（AEDレンタル料）

事業内容 事業実施主体 補助金額

地域包括支援センター（サブセンター） 社会福祉法人安来市社会福祉協議会 1,000

【社会福祉施設等整備費補助事業】 34,000,000円 34,000,000円 0円 0円 0円

小規模多機能型居宅介護拠点施設 社会福祉法人やすぎ福祉会 3,000

合　　　　計 3,000

【生活支援事業】 136,000円 0円 0円 0円

小規模多機能型居宅介護拠点施設 社会福祉法人やすぎ福祉会 30,000

合　　　　計 31,000

事業内容 事業実施主体 補助金額

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉施設管理費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 高齢者安心課　

136,000円

指標名 －

一 般 財 源 22,634,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 6,113,000 円 成果
指標

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 28,747,000 円
目
的

社会福祉事業の全分野における共通的基本事項
を定め、社会福祉を目的とするほかの法律と相
まって、社会福祉サービスの利用者の利益の保
護及び地域社会福祉の推進を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

【老人福祉センター管理事業】 3,269,000円 0円 0円 1,000円 3,268,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.4人役 2,819,880 円 総事業費　　A+B 31,566,880 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

1,828,000円

【高齢者生活福祉センター管理事業】 16,680,000円 0円 0円 600,000円 16,080,000円

【つどいの里ひろせ管理事業】 7,335,000円 0円 0円 5,507,000円

養護老人ホーム（鴨来荘）の維持管理

高齢者生活福祉センター（いきいきの郷はくた）の維持管理

【養護老人ホーム鴨来荘管理事業】 1,463,000円 0円 0円 5,000円 1,458,000円
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予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 保険年金課　

地　方　債 0 円

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 17,000 円
目
的

老人保健事業特別会計の清算業務を行
う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人保健事業費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.1人役 783,200 円 総事業費　　A+B 800,200 円

平成２２年度において終了した老人保健事業特別会計の清算事務を行う。

指標名 －

一 般 財 源 17,000 円 目標値 －

そ　の　他 0 円 成果
指標
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伯寿の郷の維持管理

・工事設計委託料　　　　

・調査委託料　　　
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10 会計 01

17 款 03

項 01

目 03

A

諸収入

●健康診査の実施

・受診見込者数　被保険者数7,500人×受診率40%＝3,000人

●後期高齢者医療広域連合負担金

・負担割合 県全体額

均等割　　　全体額×10/100/19市町村

人口割　　　全体額×45/100×5.83%

被保険者割　全体額×45/100×6.10%

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 高齢者安心課　

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉施設整備費

予算に関する説明書ページ数 P79

当 初 予 算 額 1,836,000 円
目
的

老人福祉施設の整備を実施することによ
り、施設の長期的な維持を図り、安心・
安全なサービスの提供を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

人件費コスト  B 0.2人役 1,644,930 円 総事業費　　A+B 3,480,930 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

そ　の　他 0 円 成果
指標

指標名 －

一 般 財 源 1,836,000 円 目標値 －

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 保険年金課　

1,404,000円

432,000円

【特別養護老人ホーム管理事業】 1,836,000円 0円 0円 0円 1,836,000円

一般財源

地　方　債 0 円

そ　の　他 25,590,000 円 成果
指標

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 58,592,000 円
目
的

後期高齢者医療を適正に給付する

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 後期高齢者医療総務費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.3人役 2,349,600 円 総事業費　　A+B 60,941,600 円

老人保健事業に代わり制度化されたものであり、平成20年4月から開始となった。
制度運営は、島根県後期高齢者医療広域連合が行う。

指標名 －

一 般 財 源 33,002,000 円 目標値 －

2,378,948円

11,861,553円

12,405,630円

31,945,000円

26,647,000円

452,000,000円
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10 会計 01

20 款 03

項 01

目 03

A

県

諸収入

●後期高齢者医療事業特別会計繰出金

・後期高齢者医療特別会計保険基盤安定繰出金

・後期高齢者医療特別会計療養給付費負担金繰出金

・後期高齢者医療特別会計事務費繰出金

10

10 会計 01

21 款 03

項 01

目 04

A

国10/10

●国民年金制度の啓発普及

●適用（加入）の促進

●申請免除の推進

●学生納付特例の推進

●口座振替の推進

●資格の整理統合

●給付に関わる指導

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 保険年金課　

地　方　債 0 円

そ　の　他 43,000 円 成果
指標

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 637,080,000 円
目
的

後期高齢者医療事業特別会計繰出金

財
源
内
訳

国・県支出金 97,872,000 円

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費(後期高齢者医療事業) 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.2人役 1,566,400 円 総事業費　　A+B 638,646,400 円

637,080,000円

指標名 －

一 般 財 源 539,165,000 円 目標値 －

予算に関する説明書ページ数 P81

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 保険年金課　

501,284,000円

5,299,000円

130,497,000円

事業進捗度(年度末目標） － 国民年金費

当 初 予 算 額 31,000 円
目
的

すべての国民を対象として、老齢・障
害・死亡に関して必要な給付を行い、健
全な国民生活の維持・向上に寄与するこ
とを目的とする。財

源
内
訳

国・県支出金 31,000 円

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 国民年金費 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 1.1人役 8,615,200 円 総事業費　　A+B 8,646,200 円

指標名 －

一 般 財 源 0 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

　法定受託事務として、業務を行っている。
　年金ネットサービスが開始され、個人宅のＰＣだけでなく、平成23年2月から、年金記録照会、
及び年金見込額試算が、平成23年10月から、保険料納付済額表示が市役所窓口においても提供可能
となった。
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10 会計 01

28 款 03

項 01

目 05

A

国1/2
県1/4

介護保険事業特別会計への資金計画に合わせ、適切に繰出しを行う。

①給付費負担金

②地域支援事業（介護予防）負担金

③地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）負担金

④事務費等負担金

⑤保険料軽減対策事業負担金（国1/2、県1/4、市1/4）

10

30 会計 01

31 款 03

項 02

目 01

A

　時代を担う児童の青少年育成と児童の福祉の向上を図るための事業を展開する。

　・第65回「社会を明るくする運動」「青少年の非行・被害者防止全国強調月間」安来市推進大会の開催。

　・安来市青少年育成連絡会議への補助金 　

予算に関する説明書ページ数 P81

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 高齢者安心課　

事業進捗度(年度末目標） － 介護保険事業費

当 初 予 算 額 761,883,000 円
目
的

介護保険事業特別会計の円滑な運営に資
するために繰出しを行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 34,465,000 円

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（介護保険事業） 民生費

事業開始年度 平成27年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.0人役 78,330 円 総事業費　　A+B 761,961,330 円

指標名 －

一 般 財 源 727,418,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

予算に関する説明書ページ数 P83

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 192,000 円
目
的

児童の青少年育成と児童福祉の向上を図
るため、青少年健全育成事業を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童福祉総務費 民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.1人役 783,300 円 総事業費　　A+B 975,300 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 192,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

【青少年健全育成事業】 192,000円 0円 0円 0円 192,000円

一般財源
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30 会計 01

32 款 03

項 02

目 01

A

県1/2

諸収入

●事業費

・医療費 円

・事務費 円

予算に関する説明書ページ数 P83

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 保険年金課　

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 112,000,000 円
目
的

医療費の自己負担分を助成することによ
り、保護者の経済的負担の軽減及び乳幼
児の健全な育成を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 28,996,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 乳幼児医療費 民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

人件費コスト  B 1.1人役 8,615,200 円 総事業費　　A+B 120,615,200 円

乳幼児等が安心して医療にかかることができる環境づくりのため、県の医療費助成事業（県1/2補助）を実施
する。さらに従来から行っていた市の単独助成を今年度から拡充（小学校４～６年）し、保護者の経済的負担
の軽減を図る。

指標名 －

一 般 財 源 32,344,000 円 目標値 －

地　方　債 過疎 50,000,000 円

そ　の　他 660,000 円 成果
指標

＜島根県助成制度＞
0歳から就学前乳幼児の医療費の自己負担額を１割（法定自己負担２割）に軽減する。
また、入院・外来・薬局等にそれぞれ負担限度額を設け、助成する。
　　現行制度 ･･･ 入院2,000円/月・通院1,000円/月・薬局　0円
　　　　⇒　県助成制度（平成22年度12月から施行）

○「０歳以上３歳未満」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成22年度12月から施行）

○「３歳以上就学前」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成24年度7月から施行）

○「小学校１年生以上小学校３年生以下」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成25年度7月から施行）

○「小学校４年生以上小学校６年生以下」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成27年度7月から施行予定）

105,715,000

6,285,000
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30 会計 01

33 款 03

項 02

目 01

A

国
県

負担金外

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 子ども未来課　

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 子育て支援事業費

予算に関する説明書ページ数 P83

当 初 予 算 額 120,495,000 円
目
的

次世代育成支援対策事業として、子育て
支援事業を総合的に推進することによ
り、子育て支援サービスの向上と充実を
図る。財

源
内
訳

国・県支出金 73,048,000 円

地　方　債 0 円

民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

人件費コスト  B 3.9人役 30,548,700 円 総事業費　　A+B 151,043,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

そ　の　他 15,624,000 円 成果
指標

指標名 －

一 般 財 源 31,823,000 円 目標値 －

成果指標 目標値

利用者数（人） 3,000

広瀬保健センター内に基幹型子育て支援センターを開設し、子育て支援事業を総合的に推進することによ
り、子育て支援サービスの向上と充実を図る。
育児相談の対応、プレイルームイベント・子育てセミナーの開催等を実施する。

【子育て支援センター事業】 3,731,000円 2,555,000円 0円 0円 1,176,000円

一般財源

市道改良に伴い、母里児童クラブ新築移転を行う。また、南児童クラブについて学校敷地内に新築移転を
行う。

【要保護児童対策協議会事業】 81,000円 0円 0円 0円 81,000円

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児童を放課後預かることにより、児童の健全育成と福祉の
向上を図る。
市内13箇所（うちH27年度新設2箇所）の放課後児童クラブ運営委員会へ事業を委託し実施する。
H27年度実施予定を基に国･県の基準額を委託料として支出する。（国1/3・県1/3、県ポイント制）

【放課後児童クラブ施設新築事業】 52,600,000円 31,384,000円 0円 15,000,000円 6,216,000円

【放課後児童健全育成事業】 46,635,000円 29,132,000円 0円 17,503,000円

2,212,000円

安来市親子交流センターにおいて、乳幼児とその親たちが気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で遊んだり
交流を図りながら、共に情報交換や子育て相談等を行うことにより、“子育て”“親育ち”をするための
環境を整備し、地域の子育て支援環境の充実を図る。

成果指標 目標値

利用者数（人） 9,000

市民及び市内の労働者が仕事と家庭を両立し、安心して働くことができる環境を整備するとともに、地域
の子育て支援を行い、労働者福祉の増進及び児童福祉の向上を図る。
安来市親子交流センターにおいて、育児の援助を行いたい者と育児の援助を受けたい者を会員として組織
し、会員同士が育児に関する相互援助活動への支援を行う。

成果指標 目標値

会員数（人） 450

【つどいの広場事業】 7,510,000円 5,298,000円 0円 0円

要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は特定妊婦に対する適切な保護や支援を図るために、必
要な情報の交換を行うとともに、要保護児童等に対する支援の内容に関する協議を行う。
また、保育士、教員、民生員等を対象とした研修を行い、児童虐待対応についての資質向上を図る。

【ファミリーサポートセンター事業】 6,200,000円 4,000,000円 0円 0円 2,200,000円
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30 会計 01

36 款 03

項 02

目 01

A
県ポイント制

親子の“心の健康”を養うため、「感性が育つ」「親子の絆が深まる」「子どもが本好きになる」ことを
目的とし、連携体制を活用しながら絵本を提供していく。
乳児健診時に乳児一人につき1冊絵本を配布する。

【おもちゃの図書館事業】 151,000円 0円 0円 0円 151,000円

保護者が疾病等の理由により家庭において児童を養育することが困難になった場合に、児童養護施設で短
期間預かる。

【ブックスタート事業】 214,000円 0円 0円 0円 214,000円

【子育て短期支援事業（ショートステイ）】 77,000円 50,000円 0円 0円 27,000円

出生届を提出した保護者に分別用ゴミ袋を贈呈する。

【養育支援訪問事業】 50,000円 0円 0円 0円 50,000円

安来市親子交流センター（旧十神幼稚園）を管理する。

【子育て応援ゴミ袋贈呈事業】 552,000円 0円 0円 0円 552,000円

広瀬保健センターにおいて市内に在住するすべての在宅の親子が気軽につどい、おもちゃを使って遊んだ
り交流を図ったりすることができる場を提供する。

【安来市親子交流センター管理事業】 101,000円 0円 0円 0円 101,000円

平成26年度に策定した「安来市子ども・子育て支援事業計画」の評価・見直しのための子ども・子育て推
進会議の開催にかかる経費。

予算に関する説明書ページ数 P83

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 子ども未来課　

安来市の児童が保護者の里帰り出産等で他市町村の保育所に入所した場合、当該保育所を運営する市町村
または法人に委託料を支払う。

【子ども・子育て支援事業計画策定事業】 98,000円 0円 0円 0円 98,000円

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、訪問による助言指導を行うとともに必要に応じ委託に
よる家事援助を実施する。

【広域入所委託事業】 2,495,000円 629,000円 0円 624,000円 1,242,000円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 2,466,000 円
目
的

市内の乳幼児の諸問題に即した関わりを
持つことで、子育て家庭の育児不安を解
消する。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,233,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域子育て支援センター運営事業費 民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

人件費コスト  B 1.0人役 7,833,000 円 総事業費　　A+B 10,299,000 円

地域の子育て家庭に対する育児支援をするために、みゆき保育園・ふたば保育園・切川保育所において相談指
導、子育てサークル等への支援を実施する。（県ポイント制）

指標名 －

一 般 財 源 1,233,000 円 目標値 －
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30 会計 01

40 款 03

項 02

目 02

A

国
県

平成２７年２月分から平成２８年１月分の予算を計上する。

支給期間：児童が中学校終了（１５歳の誕生日を迎えて最初の３月３１日を迎える日）まで支給する。

支給金額（月額）

・３歳未満の児童一人につき月額15,000円

・３歳以上小学校修了前までの児童（第１子及び第２子）一人につき月額10,000円

・３歳以上小学校修了前までの児童（第３子以降）一人につき月額15,000円

・中学生一人につき月額10,000円

・所得制限限度額以上については児童一人につき月額5,000円

　●支給見込額内訳

国 県

37/45 4/45

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童手当費

予算に関する説明書ページ数 P85

当 初 予 算 額 606,013,000 円
目
的

児童を養育している者に児童手当を支給するこ
とにより、家庭等における生活の安定に寄与す
るとともに、次代の社会を担う児童の健やかな
成長に資することを目的とする。財

源
内
訳

国・県支出金 512,742,000 円

地　方　債 0 円

民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 児童手当費

人件費コスト  B 0.7人役 5,483,100 円 総事業費　　A+B 611,496,100 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

指標名 －

一 般 財 源 93,271,000 円 目標値 －

1,074 16,110,000

施設入所等 ＠15,000円 9 135,000

区分 対象児童（延人数） 支出額（円）

３歳未満

被用者 ＠15,000円 7,473 112,095,000

非被用者 ＠15,000円

交付金交付率

３歳以上小学
校修了前

被用者
＠10,000円 23,565 235,650,000

＠15,000円 4,565 68,475,000

非被用者
＠10,000円

特例給付（被用者） ＠5,000円 58 290,000

特例給付（非被用者） ＠5,000円 14 70,000

特例給付（被用者） ＠5,000円 537 2,685,000

特例給付（非被用者） ＠5,000円 43 215,000

3,922 39,220,000

＠15,000円 869 13,035,000

施設入所等 ＠10,000円 211 2,110,000

特例給付（非被用者） ＠5,000円 32 160,000

合計 53,987 604,830,000

＠10,000円 161 1,610,000

特例給付（被用者） ＠5,000円 314 1,570,000

中学生

被用者 ＠10,000円 9,500 95,000,000

非被用者 ＠10,000円 1,640 16,400,000

施設入所等
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項 02

目 03

A

国
県

諸収入

母子家庭等の自立助長を図るため、母子会が行う活動に対し助成し、事業等を通じて母子家庭等相互の連

携を深めるとともに資質の向上を図る。

母子・父子・寡婦世帯の精神的安定を図り、自立に必要な情報提供、相談指導等の支援を行うとともに、

求職活動に関する支援を行うため、母子・父子自立支援員を配置する。

母子家庭の母及び父子家庭の父の資格取得等を支援し、就業による自立を目的に支援する。

母子・父子自立支援プログラム策定事業（国10/10）

母子家庭等自立支援給付金事業（国3/4）

離婚、虐待、DV等により保護が必要な母子の安全を確保し、自立促進のため生活を支援する。

（国1/2・県1/4）

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

事業進捗度(年度末目標） － 母子福祉費

当 初 予 算 額 13,359,000 円
目
的

母子・父子家庭及び寡婦に対し、その生
活の安定と向上のために必要な措置を講
じ、もって福祉の増進を図ることを目的
とする。財

源
内
訳

国・県支出金 8,422,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 母子父子寡婦福祉費 民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.4人役 3,133,200 円 総事業費　　A+B 16,492,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 4,929,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 8,000 円 成果
指標

【母子父子自立支援事業】 8,179,000円 4,692,000円 0円 8,000円

【母子家庭等支援事業】 100,000円 0円 0円 0円 100,000円

一般財源

3,479,000円

【母子生活支援事業】 5,080,000円 3,730,000円 0円 0円 1,350,000円
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42 款 03

項 02

目 03

A

国1/3

　　●児童扶養手当給付費

単価（月額）

・全部支給 41,020円

・一部支給 9,680円～41,010円

・第２子加算 5,000円

・第３子以降加算 3,000円/１人

　　●支給見込額内訳

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

事業進捗度(年度末目標） － 母子福祉費

当 初 予 算 額 124,419,000 円
目
的

父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくし
ていない子どもが育成される家庭の生活の安定
と自立の促進に寄与し、子どもの福祉の増進を
図ることを目的に手当を支給する。財

源
内
訳

国・県支出金 41,463,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童扶養手当総務費 民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.5人役 3,916,500 円 総事業費　　A+B 128,335,500 円

　　ひとり親家庭等の児童を養育する者に対して、児童扶養手当法に基づき児童扶養手当を支給する。
　　児童扶養手当給付費負担金　（国1/3、市2/3）

指標名 －

一 般 財 源 82,956,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円 成果
指標

延人数（人） 支出額（円）

合　　計 124,391,880

第２子加算 1,404 7,020,000

第３子以降加算 360 1,080,000

全部支給者 1,524 62,514,480

一部支給者 1,836 53,777,400
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A

国
県

負担金

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 子ども未来課　

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 523,035,000 円
目
的

年々多様化する保護者のニーズに対応
し、保育事業、特別保育事業、子ども･子
育て支援事業を実施、委託し児童福祉の
向上を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 241,349,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 私立保育園運営費 民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

人件費コスト  B 1.9人役 14,882,700 円 総事業費　　A+B 537,917,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 150,443,000 円 目標値 －

地　方　債 過疎外 8,400,000 円

そ　の　他 122,843,000 円 成果
指標

市内の保育を必要とする就学前児童について、児童福祉法第24条によりやすぎ保育園・みゆき保育園・ふ
たば保育園・ひろせ保育園・あゆみ保育園に保育事業を委託する。（国1/2・県1/4）

一般財源

【私立保育園運営事業（通常保育事業）】 478,811,000円 216,306,000円 0円 132,215,000円 130,290,000円

通常の保育時間外の延長保育を必要とする児童の保育を行うため、やすぎ保育園、みゆき保育園、ふたば
保育園、ひろせ保育園、あゆみ保育園に委託する。　（国1/3・県1/3）

【障がい児保育事業（私立保育園）】 7,344,000円 856,000円 0円 0円

【延長保育事業（私立保育園）】 25,497,000円 16,997,000円 0円 0円 8,500,000円

みゆき保育園、やすぎ保育園、あゆみ保育園・ひろせ保育園に一時保育事業を委託し、在宅児童で緊急・
一時的に保育が必要となる児童の保育を行う。

【地域活動事業（私立保育園）】 2,000,000円 1,000,000円 0円 0円 1,000,000円

みゆき保育園・ひろせ保育園において、病気の回復期にあり集団保育が困難な児童を保育所の専用の部屋
で一時的に預かり保育を行う。（国1/3・県1/3）

【一時保育事業（私立保育園）】 3,218,000円 2,081,000円 0円 0円 1,137,000円

6,488,000円

保育を必要とする障がい児等に保育士を加配し、保育の促進を図る。
（県ポイント制）

【病後児保育事業（私立保育園）】 4,814,000円 3,209,000円 0円 0円 1,605,000円

私立保育園に入所している第3子以降の4・5歳児の児童に係る保育料を無料とする。

【第３子就学前保育料無料事業（私立保育園）】 0円 0円 8,400,000円 △ 9,372,000円 972,000円

入所児童と地域住民の福祉の向上のために保育所の特色を生かしながら「子育て講座事業」、「地域交流
活動事業」等をやすぎ保育園・みゆき保育園・ふたば保育園・ひろせ保育園・あゆみ保育園に委託する。
（県ポイント制）

【休日保育事業（私立保育園）】 1,351,000円 900,000円 0円 0円 451,000円

みゆき保育園に休日保育事業を委託し、休日に保育が必要となる児童（市内の認可保育所入所者）の保育
を行う。
（国1/3・県1/3）
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負担金外

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 子ども未来課　

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 487,648,000 円
目
的

年々多様化する保護者のニーズに対応
し、保育事業、特別保育事業、子ども・
子育て支援事業を実施、児童福祉の向上
を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 9,038,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 市立保育所運営費 民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

人件費コスト  B 73.7人役 577,292,100 円 総事業費　　A+B 1,064,940,100 円

【　事業名称　】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 252,023,000 円 目標値 －

地　方　債 過疎 20,000,000 円

そ　の　他 206,587,000 円 成果
指標

市内在住の保育を必要とする就学前児童について、児童福祉第24条に基づき、市立12保育所において保育
を実施する。（県ポイント制外）

【市立保育所運営事業（通常保育事業）】 271,556,000円 1,923,000円 0円 170,304,000円 99,329,000円

一般財源

児童の保護者がパート就労等のため、一定の日時において保育ができない就学前の児童を必要な日時に飯
梨保育所で保育を行う。（国1/3・県1/3）

【地域活動事業（市立保育所）】 2,930,000円 2,000,000円 0円 0円 930,000円

在宅児童で緊急・一時的に保育が必要となる児童を安来保育所・広瀬保育所・母里保育所で保育する。
（国1/3・県1/3外）

【特定保育事業（市立保育所）】 2,042,000円 573,000円 0円 261,000円 1,208,000円

【一時預かり事業（市立保育所）】 7,908,000円 3,160,000円 0円 2,291,000円 2,457,000円

公立保育所に入所している第3子以降の4・5歳児の児童に係る保育料を無料とする。

多様化する住民ニーズに対し、より効果的、効率的に対応するため、赤江保育所及び城谷保育所における
保育の実施及び施設・設備の維持管理を指定管理者に委託し、住民サービスの向上を図るとともに、経費
の節減等を図る。（国1/3・県1/3外）

【第３子就学前保育料無料事業（市立保育所）】 0円 0円 20,000,000円 △ 20,988,000円 988,000円

入所児童と地域住民の福祉の向上のために保育所の特色を生かしながら「子育て講座事業」、「地域交流
活動事業」等を市内12保育所で実施する。（県ポイント制）

【指定管理者委託事業（市立保育所）】 203,212,000円 1,382,000円 0円 54,719,000円 147,111,000円
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使用料外
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10 会計 01

36 款 03

項 03

目 01

A

国

諸収入

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 子ども未来課　

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 4,393,000 円
目
的

家庭環境、地域環境、交友関係等におい
て、指導を必要とする児童に対し、児童
館にて保育を実施することで、児童の健
全育成と児童福祉の向上を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 50,000 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童館運営事業費 民生費

事業開始年度 平成27年度 児童福祉費

人件費コスト  B 2.1人役 16,449,300 円 総事業費　　A+B 20,842,300 円

【　事業名称　】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 3,823,000 円 目標値 －

地　方　債 過疎 100,000 円

そ　の　他 420,000 円 成果
指標

　家庭環境、地域環境、交友関係等において、指導を必要とする児童に対し、山佐児童館にて保育を実施する。
（県ポイント制）

【第３子就学前保育料無料事業（山佐児童館）】 0円 0円 100,000円 △ 204,000円 104,000円

【児童館運営事業】 4,393,000円 50,000円 0円 624,000円 3,719,000円

一般財源

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活保護総務費

山佐児童館に入所している第3子以降の4・5歳児の児童に係る保育料を無料とする。

予算に関する説明書ページ数 P89

当 初 予 算 額 5,530,000 円
目
的

生活保護の適正な運営を確保するための
体制整備及び中国残留邦人の自立を支援
することを目的とする。

財
源
内
訳

国・県支出金 3,399,000 円

地　方　債 0 円

民生費

事業開始年度 平成27年度 生活保護費

事業進捗度(年度末目標） － 生活保護総務費

人件費コスト  B 0.4人役 3,133,200 円 総事業費　　A+B 8,663,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

そ　の　他 17,000 円 成果
指標

指標名 －

一 般 財 源 2,114,000 円 目標値 －

　　生活保護の適正な運営を確保するため、診療報酬明細書の点検強化等により医療扶助の適正化および生活保

　　護関係職員の資質向上のための研修を実施する。〔セーフティネット支援対策等事業〕

【生活保護適正化事業】 2,101,000円 1,569,000円 0円 8,000円 524,000円

一般財源

　　生活保護レセプト管理システムの保守委託契約をする。

【被保護者就労支援事業】 1,962,000円 1,464,000円 0円 9,000円 489,000円

　　医療扶助の実施において、内科医師、精神科医師を嘱託医として配置し、専門的助言指導を受け適正な実施

　　を確保する。また、生活保護の調査や決定を行う。

【生活保護レセプト管理システム委託料】 91,000円 0円 0円 0円 91,000円

【生活保護運営事業】 1,010,000円 0円 0円 0円 1,010,000円

　　中国残留邦人等の自立を支援するために、地域における支援ネットワークの構築、自立支援通訳、自立指導

　　員の派遣を行う。〔セーフティネット支援対策等事業〕

　　生活保護受給者に対する就労支援を行う。

【中国残留邦人地域生活支援事業】 366,000円 366,000円 0円 0円 0円
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県

諸収入

予算に関する説明書ページ数 P89

大事業 地域の中で支えあう安心のまちづくり 担当部署 福祉課　

事業進捗度(年度末目標） － 扶助費

当 初 予 算 額 448,368,000 円
目
的

生活に困窮する者に対し、その困窮の程
度に応じた必要な保護を行い、最低限度
の生活を保障するとともに、その自立を
助長することを目的とする。財

源
内
訳

国・県支出金 342,051,000 円

中事業 保健・福祉・医療の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活保護扶助費 民生費

事業開始年度 平成27年度 生活保護費

人件費コスト  B 3.9人役 30,548,700 円 総事業費　　A+B 478,916,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

指標名 －

一 般 財 源 106,017,000 円 目標値 －

地　方　債 0 円

そ　の　他 300,000 円 成果
指標

　生活保護法に基づき開始決定した被保護者に対し、保護の基準に基づき、生活扶助・住宅扶助・教育扶助・医
療扶助・介護扶助・生業扶助・葬祭扶助・出産扶助・施設事務費を給付する。

【生活保護施行事務】 448,368,000円 342,051,000円 0円 300,000円 106,017,000円

一般財源

311,985 
331,706 

388,193 385,467 

430,000 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

H22 H23 H24 H25 H26

（千円）

※H26は見込額

保護費の推移（決算額）


